
□ 議案第66号　  令和8年度 一般会計補正予算 (第3号)

1 歳入歳出予算補正

(1) 補正額及び補正後の予算

(2) 歳入歳出予算補正の内訳

(3) 歳出補正の内容

 (ⅰ) 施策的経費（物価高騰対策）

①

＜障害福祉課＞

②

＜介護保険課＞

③

＜農業振興課＞

合　　計 447,953 159,309 137,600 15,355 135,689

△ 5,293

311,292 154,016 137,600 15,355 4,321

447,953千円 53,975,433千円

(ⅲ)国県支出金等返納金 50,624 0

（単位：千円）

0

補正前の額 補正額

<農業振興費>

22,967千円

　物価高騰の影響を受ける市内農業者に支援金を支給し、経営安定化を図るもの。
・対象者：R7年度農業収入が300千円以上の農業者（法人含む）
・交付率：農業収入の2％（上限50千円）
・交付見込件数：600件
・交付金：22,797千円
・事務費170千円（需用費20千円、役務費150千円）

5,293

(ⅰ)施策的経費（物価高騰対策） 86,037 0 0 0 86,037

(Ⅳ)歳入のみ補正

0 50,624

(ⅱ)施策的経費（通常分）

<障害者福祉総務費>

農家等物価高騰対策事業費

  〔一財 10,770〕<高齢者福祉費>

  〔一財 10,600〕

内　　容 補正額 国県支出金 市債 その他 一般財源

介護保険サービス事業所等応援給付金 10,770千円

　原油価格や物価高騰の影響を受ける介護サービス事業者に対して応援給付金を支給し、
サービス提供の継続や安定的な運営ができるよう支援するもの。
　・施設系：150千円×10事業所＝1,500千円
　・通所系：100千円×49事業所＝4,900千円
　・訪問系・居宅介護：50千円× 79事業所＝ 3,950千円
　・介護ﾀｸｼｰ：20千円×21台＝420千円

障害福祉サービス事業所等応援給付金 10,600千円

　原油価格や物価高騰の影響を受ける障害福祉サービス事業者に対して応援給付金を支給
し、サービス提供の継続や安定的な運営ができるよう支援するもの。
　・施設系：150千円× 6事業所＝   900千円
　・通所系：100千円×78事業所＝7,800千円
　・訪問・相談系： 50千円×38事業所＝1,900千円

  〔一財 22,967〕

補正後の額

53,527,480千円

  令和8年９月三田市議会定例会（第387回）における予算（追加）
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④

＜農村整備課＞

⑤

＜産業政策課＞

計

(ⅱ)施策的経費（通常分）

①

＜公民連携推進課＞

②

＜障害福祉課＞

③

＜保育振興課＞

計

農作物獣害対策支援事業費 16,500千円

　物価高騰による資材費高騰に対する支援を行うため、有害鳥獣防除柵の新設にかかる費用
の補助を行うもの。
・対象者：農会または個人
・対象経費：防除柵の新設費（資材費、施工費）
・補助率：直営施工100％（資材費）、直営施工以外85％（施工費含む）
・農会：500千円（上限）×15件＝7,500千円
・個人200千円（上限）×45件＝9,000千円

〔国261　県261　一財3,782〕

三田市まなびと交流・共創施設整備事業費 305,910千円

86,037千円

障害者福祉システム改修費 1,078千円

　令和９年6月施設オープン予定の三田市まなびと交流・共創施設の内装工事について、地域
未来交付金の交付決定を受け、令和８年度に負担金の予算措置を行うもの。
【令和８年度当初予算で債務負担行為議決済】

4,304千円

〔国539　一財539〕<障害者福祉総務費>

　配慮を要する児童の保育の質と安全を高めるため加配保育士を配置する保育所等に対する
支援について、令和８年度追加配置に対する経費を予算措置するもの。

小規模事業者物価高騰対策事業費 25,200千円

311,292千円

<保育・教育施設費>

障害児保育事業費

<企画費> 〔国152,955　市債137,600　公共15,355〕

　マイナンバーカードを活用した医療費助成のオンライン資格確認を実施するため障害者福
祉システム改修を実施するもの。

　原油価格や物価高騰の影響を受ける市内小規模事業者に助成金を支給し、事業継続を支
援するもの。
・従業員数5人以下：20千円×1,106事業者＝22,120千円
・従業員数6～10人：30千円×36事業者＝1,080千円
・従業員数11～20人：50千円×36事業者＝1,800千円
・事務費200千円

  〔一財 16,500〕<農業振興費>

  〔一財 25,200〕<商工振興費>
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（ⅲ） 国県支出金等返納金（14件） <P10  諸費>

児童手当国庫負担金【国】

児童扶養手当給付費国庫負担金【国】

母子家庭等対策総合支援事業費【国】

物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金【国】

物価高対応子育て応援手当支給事務費補助金【国】

生活保護費国庫負担金【国】

福祉医療費助成事業費補助金【県】

福祉医療支給事務補助金【県】

こども医療費助成事業費補助金【県】

合計

(4) 歳入補正の内容

（ⅰ）歳入のみ補正

①令和7年度精算に伴う国県支出金追加交付（6件）

児童手当給付費負担金【国】

児童手当給付費負担金【県】

生活保護費負担金【県】

福祉医療費助成事業費補助金【県】

高齢重度心身障害者医療費助成事業費補助金

乳幼児等医療費助成事業費補助金

母子家庭等医療費助成事業費補助金

（ⅱ）その他

①

ｱ. 地域未来交付金

ｲ. 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は一般財源扱いで表記しています。

ｳ. 地域診療情報連携推進費補助金

ｴ. 地域子ども・子育て支援事業交付金

②

ｱ. 地域子ども・子育て支援事業交付金

③

ｱ. コミュニティ施設整備事業債

④

⑤

ｱ. 公共施設等整備基金とりくずし

ｲ. 財政調整基金とりくずし

50,624

335

776 こども政策課
629

526

2,032 健康増進課

感染症予防事業費等補助金【国】 183

高齢者の保健事業と介護予防一体実施負担金【後期高齢者医療広域連合】　

前年度繰越金 50,624千円

461

県支出金 261千円

137,600千円

基金繰入金 65,232千円

市債 137,600千円

261千円

49,877千円

15,355千円

所管課項　目 返納金 補正額

2,245

539千円

261千円

1,019

3,195

30,489 30,489 生活福祉課

50,624千円

国保医療課1,686 5,900

1,515

12,203 こども政策課

2,460

5,943

40

（単位：千円）

152,955千円

266

国保医療課

524

健康診査補助金【後期高齢者医療広域連合・広域連合補助】

527

健康診査補助金【後期高齢者医療広域連合・国庫補助】

項　目 精算金 補正額 所管課

5,293千円

188,943千円

147

国庫支出金

（単位：千円）

新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金【国】

524 生活福祉課

3,993

35,188千円

3,993

402

3,325
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2 債務負担行為補正

変
更
前

変
更
後

3 地方債補正（変更）

403,954千円

令和８年度予算措置に伴い、期間
及び限度額を変更するもの。

令和9年度 98,044千円

18,653千円

27,250千円

令和９年度当初より委託する業務
であり、プロポーザル方式の事業
者選定や事前調整を行う期間を要
するため債務負担行為を設定す
る。

市民活動推進プラザ運営委託費
令和8年度

～
令和11年度

18,219千円

人権・男女共同参画プラザ運営委
託費

令和8年度
～

令和11年度

5,740,000千円

補正額 補正後の額

事項 期間 限度額 備考

三田駅前Cブロック地区公益的
施設整備事業費（負担金協定）

令和8年度
～

令和9年度

補正前

【追加】

ふるさと納税推進業務委託費
令和8年度

～
令和9年度

事項 期間 限度額 備考

コミュニティ施設整備事業債 56,000千円 137,600千円 193,600千円

起債の内容

合計（地方債全体） 5,602,400千円 137,600千円

【変更】

令和９年度から３年間の当該プラ
ザ運営業務委託を行うため債務負
担行為を設定する。
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